
導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

本区の人口は、昭和３８年の２５３，３３６人をピークに、昭和３９年からは減少

が続き、平成１０年には１６５，８６４人まで落ち込んだが、平成１１年以降は増加

に転じ、平成３０年５月現在２１９，１９４人まで回復している。 

平成２７年９月に策定した「まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」において行っ

た将来人口についての推計によると、今後、老年人口が増え続ける一方、生産年齢人

口が減少し続けるとともに、令和７年を過ぎると年少人口も減少するため、本区の人

口は減少に転じると予測されている。 

本区では、明治以降、大手印刷会社や中小の印刷・製本関連事業所の立地が進んだ

印刷・製本業、大学の附属病院などが多く立地していることにより集積している医療

関連産業などが地域産業となっている。また、卸売業、小売業、飲食サービス業など

様々な分野の業種が区内全域に立地している。 

また、新型コロナウイルス感染症に加え、原油価格や原材料費の高騰、国際情勢な

ど現下の複合的な要因による経済変動を踏まえ、区内中小企業の事業継続と企業力の

向上を支援する必要がある。 

これらの課題に対応するためには、早急に区内中小企業の生産性を高め、経営基盤

の強化を図る必要がある。 

 

（２）目標 

 

生産性向上特別措置法第３７条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

区内中小企業の先端設備等の導入を促進することにより、生産性の向上を短期間に実

現し、もって、区内産業の持続可能な経済成長を図る。 

先端設備等導入計画について、導入促進基本計画の計画期間である２年間で、６０

件を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 

本区は、地域産業である印刷・製本業、医療関連産業をはじめ、卸売業、小売業、



飲食サービス業など、様々な分野の事業所が立地しているため、本計画において対象

とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全て

とする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

本区では、区内全域に様々な事業所が立地しており、生産性の向上を早期に実現す

るため、本計画の対象区域は、本区の全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

本区では、様々な分野の事業所が立地しており、生産性の向上を早期に実現するた

め、本計画において対象とする業種及び事業は、全ての業種及び事業とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

国が同意した日から２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

・雇用の安定に配慮し、人員削減を目的とした取組は、先端設備等導入計画の認定の

対象としない。 

・健全な地域経済の発展に配慮し、公序良俗に反する取組や、文京区暴力団排除条例

（平成２４年３月文京区条例第４号）第２条第３号に規定する暴力団関係者につい

ては先端設備等導入計画の認定の対象としない。 

 


